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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 59,925 △14.5 266 ― 493 ― 494 ―
22年2月期 70,048 △9.6 △985 ― △378 ― △8,715 ―

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 17.58 ― 8.7 0.9 0.4
22年2月期 △309.94 ― △89.0 △0.6 △1.4

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  85百万円 22年2月期  88百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 51,124 5,884 11.5 209.38
22年2月期 56,583 5,460 9.7 194.24

（参考） 自己資本   23年2月期  5,884百万円 22年2月期  5,460百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 △1,599 997 1,467 5,491
22年2月期 △1,723 80 △1,976 4,625

2.  配当の状況 

（注）平成24年2月期の配当予想につきましては、未定とさせて頂きます。今後、予想が可能となりました段階で、改めて公表いたします。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年2月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 24,800 △22.8 40 ― 50 61.3 20 △94.4 0.71
通期 52,500 △12.4 220 △17.3 120 △75.7 50 △89.9 1.78
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 30,017,000 株 22年2月期 30,017,000 株
② 期末自己株式数 23年2月期 1,911,044 株 22年2月期 1,904,123 株
③ 期中平均株式数 23年2月期 28,109,416 株 22年2月期 28,119,943 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 55,951 △15.3 569 ― 487 ― 122 ―
22年2月期 66,096 △5.9 △587 ― △306 ― △8,897 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 4.35 ―
22年2月期 △316.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 43,591 4,356 10.0 155.00
22年2月期 49,829 4,401 8.8 156.57

（参考） 自己資本 23年2月期  4,356百万円 22年2月期  4,401百万円

2.  平成24年2月期の個別業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
ー 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としており
ます。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につ
きましては、添付資料3ページ「次期の見通し」をご参照下さい。 
 
配当につきましては安定配当の継続を行うことを基本方針としながら、業績や経営環境を総合的に勘案し決定することとしております。しかしながら、東日本大
震災により当社を取り巻く経営環境が不透明な状況にあるため、現時点では配当予想額は未定とさせていただきます。なお、上記事象が業績に与える影響を
見極めたうえで決定開示させていただきます。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 23,500 △22.3 80 263.6 40 ― 20 △94.8 0.71
通期 49,500 △11.5 500 △12.1 250 △48.7 180 47.5 6.40
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

  ①当期の経営成績 

当連結会計年度のわが国経済は、一部に持ち直しの兆しがみられたものの、雇用情勢の悪化や

個人消費の伸び悩みなど足踏み状態が続きました。 

こうした情勢のなか当社企業グループは、主力の百貨店業におきまして、香林坊・富山・高岡

の３店舗に経営資源の集中を図るなど抜本的な構造改革への取り組みを推進いたしました。 

この結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高５９９億２千５百万円(前年同期比８５．５％)、

営業利益２億６千６百万円、経常利益４億９千３百万円、当期純利益４億９千４百万円となりま

した。 

［百貨店業］ 

     百貨店業におきましては、各月毎の重点販売週間を設けるなどの営業施策による業績向上に努

め、富山店が通期で、香林坊店は下半期で増収となり、下半期の３店舗合計で増収を確保いたし

ました。また、諸経費面でも業績動向を見据えたコストコントロールを徹底し、営業利益の確保

に取り組んで参りました。この結果、百貨店業の業績は、売上高５５９億１千９百万円(前期比

８４．７％)、経常利益６億１千３百万円となりました。  

［その他事業］ 

     その他事業では、それぞれの事業分野で経営効率向上と収益力強化に取り組んで参りましたが、

売上高は４０億６百万円(前期比９９．８％)となりました。また、経常利益は２億２千６百万円

となりました。 

 

    今後につきましては、将来に亘る安定的収益基盤の確立を図るべく、収益構造の抜本的改善に

取り組むとともに、次なる成長戦略構築に全力を傾注して参ります。 
 

②次期の見通し 

     次期の情勢につきましては、本年３月１１日に発生いたしました「東日本大震災」の影響も懸

念され、従来にも増して予断を許さぬ状況で推移するものと受け止めております。 

    当社企業グループといたしましては、引き続き連携を強化し経営効率改善に努めて参ります。 

    次期の連結業績につきましては、売上高５２５億円(前期比８７．６％)、営業利益２億２千万

円、経常利益１億２千万円、当期純利益５千万円を予想しております。 

    中核事業である百貨店業におきましては、大きく変化する市場環境に適合するため、マーケッ

ト対応力の強化と顧客基盤の拡大を基軸として、地域顧客に圧倒的に支持される「ライフスタイ

ル対応型百貨店」の構築に取り組むとともに、更なる経費節減を強力に推進し、安定的な収益基

盤の確立に全力を傾注して参ります。 

    その具体的な取り組みの一環といたしまして、旗艦店である香林坊店・食品フロアの改装オー

プンを今秋に計画いたしており、お客様のご要望、ご期待に応える店づくりを目指しております。 

    こうした対応により、次期の個別業績につきましては、売上高４９５億円(前期比８８．５％)、

営業利益５億円、経常利益２億５千万円、当期純利益１億８千万円を予想しております。  
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（２）財政状態に関する分析 

  ①資産、負債及び純資産の状況 

     当社企業グループは、「金融商品に関する会計基準」を適用しており、純資産の部にその他有

価証券評価差額金２億６千３百万円が計上されております。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

     ｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣は、税金等調整前当期純利益３億円および減価償却費１

３億１千４百万円等による増加があったものの、店舗閉鎖損失引当金の取崩による２８億８千３

百万円の減少があり、１４億２千６百万円の減少となりました。 

｢投資活動によるキャッシュ・フロー｣は、有形固定資産の売却による収入４億２千万円等によ

り、８億３千５百万円の増加となりました。 

また｢財務活動によるキャッシュ・フロー｣は、構造改革に伴う短期借入金２０億円の増加等に

より、１４億５千７百万円の増加となりました。 

この結果、｢現金および現金同等物の期末残高｣は、前連結会計年度末と比較して８億６千５百

万円増加し、５４億９千１百万円となりました。 

 

(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成19年 

2月期 

平成20年 

2月期 

平成21年 

2月期 

平成22年 

2月期 

平成23年 

2月期 

自己資本比率（％） 29.2 25.0 21.2 9.7 11.5

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
12.4 8.3 3.1 3.0 3.7

債務償還年数（年） 13.9 - 76.8 - -

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
       6.5 - 0.7 - -

 

自己資本比率           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しておりま

す。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に表示されている短期借入金、長期借入金を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   配当につきましては安定配当の継続を行うことを基本方針としながら、業績や経営環境を総合的

に勘案し決定することとしております。しかしながら、東日本大震災により当社を取り巻く経営

環境が不透明な状況にあるため、現時点では配当予想額は未定とさせていただきます。なお、上

記事象が業績に与える影響を見極めたうえで決定開示させていただきます。 
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２．企業集団の状況 

  当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社大和）、連結子会社８社、持分

法適用会社１社で構成され、当社企業グループの当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

 

（１）百貨店業・・・当社は、金沢市・新潟市・長岡市・上越市・富山市・高岡市・小松市において百

貨店７店舗を営んでいます。（なお、長岡店・小松店は４月２５日、新潟店・

小松店は６月２５日に店舗を閉鎖いたしました。） 

 このほか、連結子会社の㈱大和カーネーションサークルが百貨店の友の会運営を

行っています。 

 

（２）その他事業・・・連結子会社は㈱大和印刷社、㈱勁草書房、㈱大和ハウジング、㈱レストランダイ

ワ、㈱ディー・アンド・シー、㈱大和服飾研究所、㈱金沢ニューグランドホテル

の７社であり、持分法適用会社は石川日産自動車販売㈱１社であります。 

 

［事業系統図］ 

  当社企業グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 
               その他事業 

 

 

   

 

 

 百貨店業 

 

 

 

 

 

 

 

 

        (友の会運営) 

㈱大和ｶｰﾈｰｼｮﾝｻｰｸﾙ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 百 貨 店 業 ）    

連結財務諸表提出会社 

    ㈱ 大  和 

(出版業) 

㈱勁草書房 

(印刷業) 

㈱大和印刷社 

(家具販売・造作業） 

㈱大和ハウジング 

(飲食業) 

㈱レストランダイワ 

(専門店管理運営) 

㈱ディー・アンド・シー 

(婦人服縫製業) 

㈱大和服飾研究所 

(ホテル業) 

㈱金沢ﾆｭｰｸﾞﾗﾝﾄﾞﾎﾃﾙ 

(自動車販売業) 

石川日産自動車販売㈱ 

用度品供給 

不動産賃貸 

商品供給 

店舗内食堂業務委託 

不動産賃貸 

商品供給 
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３．経営方針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社企業グループは、中核事業である百貨店の再生に向け、地域顧客に圧倒的に支持される「ラ

イフスタイル対応型百貨店」を目指すことを約束し、その確かな実行を通して安定的収益・財務基

盤の確立につなぐことを経営ビジョンとしております。 

   また、当社企業グループはグループ内各社間の連携により、経営効率向上と相乗効果創出を目指

すとともに、コンプライアンス経営の浸透強化に取り組んで参ります。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社企業グループの経営目標数値は以下のとおりであります。 

 

平成２３年度 

         ・連結売上高               ５２５億円 

         ・連結営業利益              ２億２千万円 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

今後の情勢につきましては、消費回復の足取りが弱くまたここに来て震災の影響も懸念され、先

行き不透明感が拭えない状況が推移するものと受け止めております。 

こうした状況であっても、当社企業グループは業績コントロールを徹底し、営業利益の確保に取

り組んで参ります。概要につきましては、「３．経営方針（４）会社の対処すべき課題」に記載の

とおりであります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

当社企業グループでは、以下の重点戦略をもって、地域顧客に圧倒的に支持される「ライフスタ

イル対応型百貨店」の構築に取り組むとともに、更なる経費削減を強力に推進し、安定的な収益基

盤の確立に全力を傾注して参ります。 
 
  ＜重点戦略＞ 
 ①お客様の価値観やライフスタイルに対応し、デイリー性・カジュアル性の充実や地域密着型の商品

導入など、今までより幅広い「価格帯」や「品揃え」に取り組むことにより、マーケットに適合し

た店づくりを推進する。 
 ②外商部をお得意様営業部に改称し、お得意様へのサービス強化を図るとともに、ダイワプライマリ

ーカード会員や携帯メール会員の更なる開拓に努めるなど、固定客戦略の強化を図る。 
 ③サービス営業部を新設し、店頭販売力、サービス強化に向け、社員教育を通じ一層の販売サービス

レベルの向上を目指す。 
 
 

㈱大和（8247）　平成23年2月期　決算短信

6



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,680 5,539

受取手形及び売掛金 3,021 2,469

商品及び製品 6,991 4,223

仕掛品 8 13

原材料及び貯蔵品 99 86

繰延税金資産 103 49

その他 707 486

貸倒引当金 △97 △64

流動資産合計 15,515 12,803

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 48,854 46,566

減価償却累計額及び減損損失累計額 △30,919 △30,220

建物及び構築物（純額） 17,935 16,345

機械装置及び運搬具 683 645

減価償却累計額 △561 △554

機械装置及び運搬具（純額） 122 91

土地 10,720 10,411

建設仮勘定 － 0

その他 1,296 1,265

減価償却累計額及び減損損失累計額 △879 △840

その他（純額） 417 424

有形固定資産合計 29,195 27,273

無形固定資産   

施設利用権 11 7

ソフトウエア 33 32

無形固定資産合計 45 40

投資その他の資産   

投資有価証券 3,131 2,904

差入保証金 8,517 7,901

繰延税金資産 49 89

その他 129 110

投資その他の資産合計 11,826 11,006

固定資産合計 41,068 38,320

資産合計 56,583 51,124
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,876 3,604

短期借入金 13,459 14,606

1年内返済予定の長期借入金 623 1,475

リース債務 4 20

未払金 512 369

未払消費税等 122 65

未払法人税等 63 59

未払事業所税 58 50

未払費用 192 150

商品券 9,015 8,056

預り金 5,551 5,022

賞与引当金 14 87

ポイント引当金 79 77

商品券等回収損失引当金 901 724

店舗閉鎖損失引当金 3,512 629

その他 218 296

流動負債合計 39,206 35,295

固定負債   

長期借入金 7,013 6,484

リース債務 19 68

繰延税金負債 1,245 869

再評価に係る繰延税金負債 489 402

退職給付引当金 2,717 1,707

その他 431 410

固定負債合計 11,917 9,943

負債合計 51,123 45,239

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,462 3,462

資本剰余金 2,605 1,151

利益剰余金 △1,161 772

自己株式 △587 △588

株主資本合計 4,318 4,799

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 419 263

土地再評価差額金 722 821

評価・換算差額等合計 1,142 1,085

純資産合計 5,460 5,884

負債純資産合計 56,583 51,124
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 70,048 59,925

売上原価 53,796 46,203

売上総利益 16,251 13,722

販売費及び一般管理費 17,237 13,455

営業利益又は営業損失（△） △985 266

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 47 57

持分法による投資利益 88 85

雑収入 1,447 1,057

営業外収益合計 1,587 1,203

営業外費用   

支払利息 367 364

雑損失 613 612

営業外費用合計 980 976

経常利益又は経常損失（△） △378 493

特別利益   

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 185

固定資産売却益 － 133

退職給付引当金戻入額 － 117

投資有価証券売却益 153 44

特別利益合計 153 480

特別損失   

減損損失 1,776 508

固定資産除却損 10 113

固定資産売却損 － 25

その他 11 25

店舗閉鎖損失引当金繰入額 3,512 －

店舗閉鎖損失 287 －

貸倒引当金繰入額 81 －

投資有価証券評価損 59 －

特別損失合計 5,738 673

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△5,963 300

法人税、住民税及び事業税 41 59

法人税等調整額 2,710 △252

法人税等合計 2,751 △193

当期純利益又は当期純損失（△） △8,715 494
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,462 3,462

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,462 3,462

資本剰余金   

前期末残高 2,605 2,605

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 － △1,453

当期変動額合計 － △1,453

当期末残高 2,605 1,151

利益剰余金   

前期末残高 7,638 △1,161

当期変動額   

剰余金の配当 △84 －

準備金から剰余金への振替 － 1,453

土地再評価差額金の取崩 － △12

当期純利益又は当期純損失（△） △8,715 494

当期変動額合計 △8,799 1,934

当期末残高 △1,161 772

自己株式   

前期末残高 △586 △587

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △587 △588

株主資本合計   

前期末残高 13,119 4,318

当期変動額   

剰余金の配当 △84 －

準備金から剰余金への振替 － 0

当期純利益又は当期純損失（△） △8,715 494

自己株式の取得 △1 △0

土地再評価差額金の取崩 － △12

当期変動額合計 △8,801 480

当期末残高 4,318 4,799
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 272 419

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 147 △156

当期変動額合計 147 △156

当期末残高 419 263

土地再評価差額金   

前期末残高 722 722

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 － 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 86

当期変動額合計 － 99

当期末残高 722 821

評価・換算差額等合計   

前期末残高 994 1,142

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 － 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 147 △69

当期変動額合計 147 △56

当期末残高 1,142 1,085

純資産合計   

前期末残高 14,114 5,460

当期変動額   

剰余金の配当 △84 －

準備金から剰余金への振替 － 0

当期純利益又は当期純損失（△） △8,715 494

自己株式の取得 △1 △0

土地再評価差額金の取崩 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 147 △69

当期変動額合計 △8,653 424

当期末残高 5,460 5,884
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△5,963 300

減価償却費 1,548 1,314

退職給付引当金の増減額（△は減少） △241 △1,010

引当金の増減額（△は減少） △219 △140

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 3,512 △2,883

減損損失 1,776 508

固定資産除却損 △35 142

固定資産売却損益（△は益） － △107

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △93 △39

受取利息及び受取配当金 △50 △60

支払利息 367 364

持分法による投資損益（△は益） △88 △85

売上債権の増減額（△は増加） 1,357 551

たな卸資産の増減額（△は増加） 549 2,777

仕入債務の増減額（△は減少） △585 △1,272

未払消費税等の増減額（△は減少） △168 △53

預り金の増減額（△は減少） △2,690 △1,488

その他の資産の増減額（△は増加） △213 119

その他の負債の増減額（△は減少） △58 4

小計 △1,296 △1,056

利息及び配当金の受取額 50 60

利息の支払額 △376 △366

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △101 △63

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,723 △1,426

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △65 △18

定期預金の払戻による収入 65 25

有形固定資産の取得による支出 △411 △187

有形固定資産の売却による収入 48 420

無形固定資産の取得による支出 △29 △10

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 173 86

貸付けによる支出 － △0

貸付金の回収による収入 92 112

差入保証金の差入による支出 △129 △30

差入保証金の回収による収入 333 416

その他の支出 △6 △6

その他の収入 9 26

投資活動によるキャッシュ・フロー 80 835
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △1,301 1,146

長期借入れによる収入 45 900

長期借入金の返済による支出 △629 △576

自己株式の取得による支出 △1 △0

リース債務の返済による支出 △3 △9

配当金の支払額 △85 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,976 1,457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,619 865

現金及び現金同等物の期首残高 8,245 4,625

現金及び現金同等物の期末残高 4,625 5,491
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（５）継続企業の前提に関する注記 
     該当事項はありません。 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 

［連結子会社数］       ８社 

［連結子会社名］㈱大和印刷社、㈱勁草書房、㈱大和ハウジング、㈱レストランダイワ、㈱ディー・アンド・シー、 

        ㈱大和服飾研究所、㈱大和カーネーションサークル、㈱金沢ニューグランドホテル 
 
２．持分法の適用に関する事項 

［持分法を適用した関連会社］ 石川日産自動車販売㈱ 

  上記の持分法適用会社については、決算日が連結決算日と異なるため、直近の中間決算日現在の財務諸表を使用 

  しております。ただし連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
３．連結子会社の決算日等に関する事項 

  すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①有価証券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの  連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

               （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの  移動平均法による原価法 

    ②デリバティブ    時価法 

    ③棚卸資産    商 品  主として売価還元法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

             その他  先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
 
  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産（リース資産を除く）  主として定額法 

    ②無形固定資産（リース資産を除く）  定額法(なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

利用可能期間(5年)に基づいております) 

    ③リース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法（なお、リ 

                       ース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ 

                       ナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１ 

                       ３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース 

                       取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を採用してい 

                       る） 
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  (3) 重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

      売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

     特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております｡ 

    ③退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため､当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。なお、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により費用処理しております。また、数理上の差異は発生の翌連結会計年度に一括して費用処理することと 

     しております。 

    （会計方針の変更） 

      当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第１９号 平成 

     ２０年７月３１日）を適用している。数理計算上の差異を翌連結会計年度に償却するため、これによる営業 

     利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

    （追加情報） 

      当社企業グループは、前期に策定した経営構造改革３ヵ年計画に基づき、４店舗の閉鎖等に伴い希望退職 

     者を募集したことにより従業員が大幅に減少したため、「退職給付制度の移行等に関する会計処理（企業会計 

     基準適用指針第１号）」の大量退職にがいとうすることとなり、退職給付制度の一部終了に準ずる処理を行っ 

     た結果、特別利益に退職給付引当金取崩益117,086千円を計上しております。 

    ④ポイント費用引当金 

      「ポイントお買物券」の回収に備えるため、当連結会計年度末おけるポイント残高に対する将来の買物券 

     回収見積額を計上しております。 

    ⑤商品券等回収損失引当金 

      商品券等が負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回 

      収見込額等を計上しております。 

    ⑥店舗閉鎖損失引当金 

      店舗の閉鎖に伴い、今後発生が見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を計上しております。 

 

  (4) 重要なヘッジ会計の方法 

    ①ヘッジ会計の方法 

      特例処理の要件を満たす金利スワップについて特例処理を採用しております。 

    ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段   金利スワップ 

      ヘッジ対象   長期借入金 

    ③ヘッジ方針 

      金利上昇リスクを回避するために変動金利を固定化する目的で、「金利スワップ取引」を利用しているのみ

であり、投機目的の取引は行っておりません。 

    ④ヘッジの有効性評価の方法 

      特例処理の要件に該当するため、有効性の評価を省略しております。 

 

  (5) 消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産および負債の評価については全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし 

   か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資を計上しております｡ 
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連結財務諸表に関する注記事項 

 

 １．連結貸借対照表に関する事項 

  (１)有形固定資産の減価償却累計額             30,033 百万円 

 

  (２)担保資産及び担保付債務 

     担保資産   建物及び構築物           15,695 百万円 

            土 地          9,914 百万円 

            投 資 有 価 証 券          1,329 百万円 

 

     担保付債務  短 期 借 入 金           14,772 百万円 

            長 期 借 入 金           6,484 百万円 

 

  (３)関連会社に関する事項 

            投資有価証券(株式)           279 百万円 

 

  (４)偶発債務 

     関係会社の金融機関よりの借入金に対する保証債務    953 百万円 

 

  (５)土地の再評価 

     連結子会社１社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

      再評価の方法･･･「土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第四号」

に定める地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の基礎となる土地の価額を算定

するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調整を行

って算出する方法により算出 

      再評価を行った年月日            平成14年2月28日 

      再評価を行った土地の当期末における時価と 

      再評価後の帳簿価格との差額            1,183 百万円 

 

 ２．連結損益計算書に関する事項 

    販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

     給 料 手 当               3,284 百万円 

     賃 借 料               1,470 百万円 

     退 職 給 付 費 用                 72 百万円 

㈱大和（8247）　平成23年2月期　決算短信

16



 

 

 

 ３．連結株主資本等変動計算書に関する事項 

  (１)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項          （単位：株） 

   

 

前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

発行済株式   

 普通株式 30,017,000  - -  30,017,000 

  合  計 30,017,000  - -  30,017,000 

自己株式   

 普通株式 1,904,123  6,921 -  1,911,044 

  合  計 1,904,123  6,921 -  1,911,044 

(注)普通株式の自己株式の株式数増加6,921株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 

  (２)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

 

  (３)配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

 

  (４)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

     該当事項はありません。 

 

 

 ４．連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    連結貸借対照表上の現金及び預金勘定期末残高と、連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物 

    期末残高との調整 

                           平成23年2月28日現在 

     現金及び預金勘定                   5,539百万円 

     預入期間が3ヶ月を超える定期預金           △ 48百万円  

     現金及び現金同等物の期末残高             5,491百万円 
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セグメント情報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 
 
  前連結会計年度（自 平成21年3月1日 至 平成22年2月28日） 

(単位：百万円) 

 
百貨店業 その他事業 計 

消  去 
又は全社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び経常損益 
 売 上 高 
(1)外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

66,034 
61 

4,014 
2,131 

70,048 
2,193 

 
 

-  
(2,193) 

70,048 
- 

計 66,096 6,145 72,241 (2,193) 70,048 
 営 業 費 用 66,978 6,044 73,022 (1,987) 71,034 

経 常 損 失   131  177  45     (424)  378 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 
 資 産 48,775 7,246 56,022 

 
561  56,583 

 減 価 償 却 費 1,232 329 1,552 (58) 1,493 

 資 本 的 支 出 429 123 552 (13)  538 

 
  当連結会計年度（自 平成22年3月1日 至 平成23年2月28日） 

(単位：百万円) 

 
百貨店業 その他事業 計 

消  去 
又は全社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び経常損益 
 売 上 高 
(1)外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 

55,919 
32 

4,006 
1,715 

59,925 
1,748 

 
 

-  
(1,748) 

59,925 
- 

計 55,951 5,721 61,673 (1,748) 59,925 
 営 業 費 用 55,607 5,593 61,200 (1,541) 59,658 
 経 常 利 益  613  226  840     (346) 493 
Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 
 資 産 43,468 6,970 50,438 

 
801  51,240 

 減 価 償 却 費 1,009 334 1,343 (32) 1,310 
 資 本 的 支 出 311 44 356 (10)  345 

 
 
注） 1. 事業の区分は、日本標準産業分類によっております。 
   2. ｢その他事業｣の内容については｢企業集団の状況｣に記載しております。 
   3. ｢消去又は全社｣に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)  

 前連結会計年度 当連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に 
含めた全社資産の金額 

4,139  3,547  
長期投資資金（投資有価証券）
及び管理部門に係る資産等 

 
 

２．所在地別セグメント情報 

  該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

  該当事項はありません。 
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リース取引関係 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

(単位：百万円) 

 前連結会計年度 
自 平成21年3月 1日 
至 平成22年2月28日 

当連結会計年度 
自 平成22年3月 1日 
至 平成23年2月28日 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

器具及び 

備  品 
1,197  697 500 962 733  232 

合  計 1,197  697 500 962 733  232 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込 

    み法により算定しております。 

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

                         (単位：百万円) 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 年 内   223   127 

１ 年 超   276   105 

合  計   500   232 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法に 

    より算定しております。 

 

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

                        (単位：百万円) 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

支 払 リ ー ス 料   233   179 

減価償却費相当額   233   179 

 

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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税効果会計関係 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                 （単位：百万円） 

                          当連結会計年度  
                        (平成23年2月28日現在) 

   繰延税金資産 

    繰越欠損金                     2,600  

    固定資産減損損失                  1,170  

    退職給付引当金                    692  

    棚卸資産                        552  

    貸倒引当金                       305  

    商品券等回収損失引当金                 293  

    店舗閉鎖損失引当金                   254 

    役員退職慰労金                     125  

    その他                        430  

   繰延税金資産小計                   6,424  

    評価性引当額                   △6,285  

   繰延税金資産合計                     138  
 

   繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金                141  

    合併による土地評価差額                727  

   繰延税金負債合計                      869  
 

   繰延税金負債の純額                    730  
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
                                 （単位：％） 
                          当連結会計年度  

                        (平成23年2月28日現在) 

    法定実効税率                      40.4 

    （調整） 

     関係会社持分法損益                △11.5 

     損金不算入の費用                   1.0 

     住民税均等割                     5.1 

     評価性引当額の増減                △99.3 

     その他                         0.1  

    税効果会計適用後の法人税等の負担率         △64.3  
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有価証券関係 

 

前連結会計年度（平成22年2月28日 現在） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                              (単位：百万円) 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

株式      940    1,778      838 

小計      940    1,778      838 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

株式      577      380   △ 197 

小計      577      380   △ 197 

合   計    1,518    2,159      640 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

                           (単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
  611 

 

当連結会計年度（平成23年2月28日 現在） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                              (単位：百万円) 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

株式      915    1,471      555 

小計      915    1,471      555 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

株式      560      375   △ 184 

小計      560      375   △ 184 

合   計    1,475    1,846      371 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                           (単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
  451 
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１株当たり情報 

前連結会計年度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当連結会計年度 

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 

１株当たり純資産額          194円24銭 
 
１株当たり当期純損失金額       309円94銭 

 

１株当たり純資産額         209円38銭 
 
１株当たり当期純利益金額       17円58銭 

 

   (注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額については、潜在株式が 

存在しないため記載しておりません。 

     ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり 

       ます。 

 

 

 

前連結会計年度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当連結会計年度 

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △ 8,715   494  

普通株式に帰属しない金額(百万円) -  -  

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)(百万円) 
△ 8,715   494  

普通株式の期中平均株式数(株) 28,119,943  28,105,956  

 

生産、受注及び販売の状況 

１．生産実績 

  該当事項はありません。 

 

２．受注実績 

  該当事項はありません。 

 

３．販売実績 

(単位：百万円) 

区 分 品   名 

前連結会計年度 
自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当連結会計年度 
自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 

金  額 金  額 

百貨店業 
衣料品、身回品、雑貨、 
家庭用品、食料品、その他 

  66,096   55,951 

その他事業 
家具販売・造作業、ホテル業、
飲食業、印刷業、出版業、 
その他 

   6,145    5,721 

消      去    2,193    1,748 

合      計   70,048   59,925 

 (注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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退職給付関係 
 
１．採用している退職給付制度の概要 
   当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 
   当連結会計年度において、構造改革に伴う希望退職者を募集したことにより、大量退職者が発生したため、「退職 
  給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第１号）」を適用し、退職給付制度の一部終了に準じ 
  た処理を行っております。 
 
２．退職給付債務に関する事項 

(単位：百万円)  

 前連結会計年度 

（平成22年2月28日現在） 

当連結会計年度 

（平成23年2月28日現在）

イ．退職給付債務 △ 2,641    △ 1,752    

ロ．未積立退職給付債務（イ） 

ハ．未認識数理計算上の差異 

△ 2,641    

△ 75    

△ 1,752    

 45    

ニ．退職給付引当金（ロ＋ハ） △ 2,717    △ 1,707    

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 
３．退職給付費用に関する事項 

(単位：百万円)  

 前連結会計年度 
平成 21 年 3 月 1 日 

平成 22 年 2 月 28 日 

当連結会計年度 
平成 22 年 3 月 1 日 

平成 23 年 2 月 28 日 

イ．勤務費用 

ロ．利息費用 

ハ．数理計算上の差異の費用処理額 

139    

50    

△ 59    

111    

37    

△ 75    

ニ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ） 130    72    

ホ．大量退職に伴う退職給付費用 (注2) -    1,203    

ヘ．合計（ニ＋ホ） 130    1,275    

（注1）簡便法を採用しております連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 
（注2）大量退職に伴う退職給付費用は、当社における大量退職者に対応する退職給付制度の一部終了益117百万円、 
    および希望退職者に支払った退職慰労金1,320百万円であります。 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 
平成 21 年 3 月 1 日 

平成 22 年 2 月 28 日 

当連結会計年度 
平成 22 年 3 月 1 日 

平成 23 年 2 月 28 日 

イ． 退職給付見込額の期間配分方法 
 
ロ． 割引率 
 
ハ．数理計算上の差異の処理年数 

期間定額基準 
 
2.0% 
 
1年（発生の翌連結会計年度に一
括して費用処理しております。） 

同左 
 
同左 
 
同左 

 

開示の省略 

 デリバティブ取引、ストックオプション等、関連当事者との取引、金融商品および賃貸等不動産に関する注記事項 

については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,611 2,084

受取手形 84 50

売掛金 2,685 1,954

商品 6,417 3,772

貯蔵品 23 19

前払費用 182 144

未収入金 77 39

短期貸付金 175 63

その他 189 163

貸倒引当金 △92 △55

流動資産合計 11,353 8,238

固定資産   

有形固定資産   

建物 43,375 41,500

減価償却累計額及び減損損失累計額 △27,429 △26,957

建物（純額） 15,945 14,543

車両運搬具 84 46

減価償却累計額 △72 △41

車両運搬具（純額） 12 4

工具、器具及び備品 531 541

減価償却累計額及び減損損失累計額 △199 △174

工具、器具及び備品（純額） 331 366

土地 8,280 7,988

建設仮勘定 － 0

有形固定資産合計 24,570 22,903

無形固定資産   

施設利用権 9 4

ソフトウエア 7 14

無形固定資産合計 17 19

投資その他の資産   

投資有価証券 2,734 2,407

関係会社株式 628 476

関係会社長期貸付金 2,324 2,281

長期前払費用 0 0

差入保証金 8,116 7,502

その他 86 73

貸倒引当金 △2 △310

投資その他の資産合計 13,889 12,430

固定資産合計 38,476 35,353

資産合計 49,829 43,591
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 820 299

買掛金 3,632 2,809

短期借入金 12,418 13,521

1年内返済予定の長期借入金 466 1,366

リース債務 1 17

未払金 524 377

未払消費税等 103 43

未払法人税等 58 17

未払事業所税 49 41

未払費用 129 104

前受金 15 11

商品券 3,785 3,174

預り金 8,313 6,929

賞与引当金 － 76

ポイント引当金 79 77

設備関係支払手形 5 103

商品券回収損失引当金 767 666

店舗閉鎖損失引当金 3,512 629

その他 62 80

流動負債合計 34,746 30,346

固定負債   

長期借入金 6,716 6,232

リース債務 4 57

繰延税金負債 1,244 868

退職給付引当金 2,405 1,419

その他 310 310

固定負債合計 10,681 8,888

負債合計 45,428 39,235
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,462 3,462

資本剰余金   

資本準備金 2,605 1,151

資本剰余金合計 2,605 1,151

利益剰余金   

利益準備金 665 －

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 399 －

退職給与積立金 0 －

別途積立金 6,045 －

繰越利益剰余金 △8,565 122

利益剰余金合計 △1,453 122

自己株式 △587 △588

株主資本合計 4,026 4,148

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 374 207

評価・換算差額等合計 374 207

純資産合計 4,401 4,356

負債純資産合計 49,829 43,591
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 66,096 55,951

売上原価 52,323 44,506

売上総利益 13,772 11,445

販売費及び一般管理費   

販売費及び一般管理費合計 14,360 10,875

営業利益又は営業損失（△） △587 569

営業外収益   

受取利息 17 16

受取配当金 48 58

受取賃貸料 280 214

雑収入 1,067 627

営業外収益合計 1,415 917

営業外費用   

支払利息 630 512

減価償却費 120 124

雑損失 383 363

営業外費用合計 1,134 999

経常利益又は経常損失（△） △306 487

特別利益   

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 185

固定資産売却益 － 133

退職給付引当金戻入額 － 117

投資有価証券売却益 153 44

特別利益合計 153 480

特別損失   

減損損失 1,776 490

貸倒引当金繰入額 81 310

関係会社株式評価損 － 197

固定資産除却損 － 45

固定資産売却損 － 25

貸倒損失 346 12

投資有価証券評価損 89 5

ゴルフ会員権評価損 － 3

投資有価証券売却損 － 3

店舗閉鎖損失引当金繰入額 3,512 －

店舗閉鎖損失 287 －

特別損失合計 6,093 1,095

税引前当期純損失（△） △6,247 △127

法人税、住民税及び事業税 27 13

法人税等調整額 2,622 △263

法人税等合計 2,650 △249

当期純利益又は当期純損失（△） △8,897 122
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,462 3,462

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,462 3,462

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,605 2,605

当期変動額   

資本準備金の取崩 － △1,453

当期変動額合計 － △1,453

当期末残高 2,605 1,151

その他資本剰余金   

当期変動額   

資本準備金の取崩 － △1,453

準備金から剰余金への振替 － 1,453

当期変動額合計 － 0

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 665 665

当期変動額   

利益準備金の取崩 － △665

当期変動額合計 － △665

当期末残高 665 －

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 414 399

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △14 △399

当期変動額合計 △14 △399

当期末残高 399 －

退職給与積立金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

当期変動額合計 － △0

当期末残高 0 －

別途積立金   

前期末残高 7,045 6,045
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当期変動額   

別途積立金の取崩 △1,000 △6,045

当期変動額合計 △1,000 △6,045

当期末残高 6,045 －

繰越利益剰余金   

前期末残高 △597 △8,565

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 － 1,453

利益準備金の積立 － 665

固定資産圧縮積立金の取崩 14 399

別途積立金の取崩 1,000 6,046

剰余金の配当 △84 －

当期純利益 △8,897 122

当期変動額合計 △7,968 8,687

当期末残高 △8,565 122

利益剰余金合計   

前期末残高 － △1,453

当期変動額   

資本準備金の取崩 － 1,453

当期純利益 － 122

当期変動額合計 － 1,575

当期末残高 △1,453 122

自己株式   

前期末残高 △586 △587

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △587 △588

株主資本合計   

前期末残高 13,010 4,026

当期変動額   

剰余金の配当 △84 －

当期純利益 △8,897 122

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △8,983 121

当期末残高 4,026 4,148
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 219 374

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 155 △166

当期変動額合計 155 △166

当期末残高 374 207

評価・換算差額等合計   

前期末残高 219 374

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 155 △166

当期変動額合計 155 △166

当期末残高 374 207

純資産合計   

前期末残高 13,229 4,401

当期変動額   

剰余金の配当 △84 －

当期純利益 △8,897 122

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 155 △166

当期変動額合計 △8,827 △45

当期末残高 4,401 4,356
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（４）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

（５）財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

    その他有価証券 

       時価のあるもの     決算日の市場価格等に基づく時価法 

                   (評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平均法により 

                   算定) 

       時価のないもの     移動平均法による原価法 

    デリバティブ         時価法 
 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商  品  売価還元法による原価法 

          （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

    貯 蔵 品  先入先出法による原価法 

          （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
 
３．固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産（リース資産を除く）   定額法 

    無形固定資産（リース資産を除く）   定額法(なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

利用可能期間（５年）に基づいております) 

    リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法（なお、リ 

ース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ 

ナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１ 

３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース 

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を 

採用している） 

４．引当金の計上基準 

  （１）貸 倒 引 当 金   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

               貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額 

               を計上しております。 

  （２）賞 与 引 当 金   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており 

               ます。 

  （３）退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ 

               き計上しております。 

               なお、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

               （１０年）による定額法により費用処理しております。また、数理計算上の差異は 

               発生の翌事業年度に一括して費用処理することとしております。 

               （会計方針の変更） 

               当事業年度より「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計 

               基準第１９号 平成２０年７月３１日）を適用しております。数理計算上の差異を 

               翌事業年度に償却するため、これによる営業利益、経常利益および税引前当期純利 

               益に与える影響はありません。 

               （追加情報） 

               当社は、前期に策定した経営構造改革３ヵ年計画に基づき、４店舗の閉鎖等に伴い 

               希望退職者を募集したことにより、従業員が大幅に減少したため、「退職給付制度の 

               移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第１号）」の大量退職に該当するこ 
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               ととなり、退職給付制度の一部終了に準ずる処理を行った結果、特別利益に退職給 

               付引当金取崩益117,086千円を計上しております。 

  （４）ポイント費用引当金   「ポイントお買物券」の回収に備えるため、当事業年度末におけるポイント残高に 

               対する将来の買物券回収見積額を計上しております。 

  （５）商品券回収損失引当金   商品券が負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実 

               績に基づく将来の回収見込額を計上しております。 

  （６）店舗閉鎖損失引当金   店舗の閉鎖に伴い、今後発生が見込まれる損失について、合理的に見積もられる金 

               額を計上しております。 

 

５．重要なヘッジ会計の方法 

  （１）ヘッジ会計の方法     特例処理の要件を満たす金利スワップについて特例処理を採用しております。 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段   金利スワップ 

                  ヘッジ対象   長期借入金 

  （３）ヘッジ方針        金利上昇リスクを回避するために変動金利を固定化する目的で､「金利スワッ 

                  プ取引」を利用しているのみであり、投機目的の取引は行っておりません。 

  （４）ヘッジの有効性評価の方法 特例処理の要件に該当するため、有効性の評価を省略しております。 

 

６．消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 
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個別財務諸表に関する注記事項 

 

１．貸借対照表関係 

 

 (１)有形固定資産の減価償却累計額      25,721百万円 

 

 (２)関係会社に対する債権・債務 

          受取手形及び売掛金       6百万円 

          長期貸付金         2,281百万円 

          支払手形及び買掛金      157百万円 

          預り金           6,892百万円 

 

 (３)担保資産及び担保付債務 

    担保資産  建    物       14,517百万円 

          土    地        7,863百万円 

          投資有価証券        1,329百万円 

 

    担保付債務 短期借入金        13,587百万円 

          長期借入金         6,232百万円 

 

 (４)偶発債務(保証債務残高)       

    他の会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

     ㈱金沢ニューグランドホテル       953百万円 

    他の会社の前受業務保証金供託受託契約に対し、連帯保証を行っております。 

     ㈱大和カーネーションサークル     3,920百万円 

 

 (５)貸借対照表に計上した固定資産のほか電子計算機及びその周辺機器についてはリース契約により使用して 

   おります。 

 

２.損益計算書関係 

 

 (１)関係会社との取引高 

          賃料収入           112百万円 

          支払利息           184百万円 

 

 (２)減価償却実施額 

          有形固定資産        1,099百万円 

          無形固定資産          3百万円 

 

 (３)販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

          給 料 手 当   2,511百万円 

          賃 借 料   1,359百万円 

          減 価 償 却 費     962百万円 

          退 職 給 付 費 用     55百万円 
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３．株主資本等変動計算書関係 

 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                 （単位：株） 

 

 

前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

自己株式  

 普通株式 1,904,123 6,921 - 1,911,044

合  計 1,904,123 6,921 - 1,911,044

  (注)普通株式の自己株式の株式数増加6,921株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

リース取引関係 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

(単位：百万円) 

 前 事 業 年 度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当 事 業 年 度 

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

器具及び 

備  品 
  1,116    638   478   896   683   212 

合  計   1,116    638   478   896   683   212 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

   支払利子込み法により算定しております。 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

                       (単位：百万円) 

 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

１ 年 内   215   119 

１ 年 超   262    93 

合  計   478   212 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払 

   利子込み法により算定しております。 

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

                       (単位：百万円) 

 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

支払リース料    221   179 

減価償却費相当額   221   179 

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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有価証券関係 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  前事業年度、当事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 

 

１株当たり情報 

前 事 業 年 度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当 事 業 年 度 

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 

１株当たり純資産額          156円57銭 
 

１株当たり当期純損失金額       316円43銭 
 

１株当たり純資産額          155円00銭 
 

１株当たり当期純利益金額         4円35銭 
 

   （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま 

        せん。 

      ２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

前 事 業 年 度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当 事 業 年 度 

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △ 8,897  122  

普通株式に帰属しない金額(百万円) -  -  

普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失(△)(百万円) 

△ 8,897  122  

普通株式の期中平均株式数(株) 28,119,943  28,105,956  
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税効果会計関係 

 

    １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                （単位：百万円） 

                     第95期(平成23年2月28日現在) 

 

       繰延税金資産 

        固定資産減損損失               1,167 

        退職給付引当金                 573 

        繰越欠損金                  2,159 

        棚卸資産                    532 

        商品券回収損失引当金              269 

        店舗閉鎖損失引当金               254 

        その他                       430  

       繰延税金資産小計                 5,691 

        評価性引当額               △ 5,691  

       繰延税金資産合計                     -  

 

       繰延税金負債  

        その他有価証券評価差額金             140  

        合併による土地評価差額              727 

       繰延税金負債合計                   868  

       繰延税金負債の純額                  868  

 

 

 

    ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

      当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略している。 
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店別売上高 

(単位：百万円) 

 

期  別  

店  別 

前下半期会計期間 

自 平成21年9月 1日 

至 平成22年2月28日 

当下半期会計期間 

自 平成22年9月 1日 

至 平成23年2月28日 
増減金額 前期同期比

金   額 構成比 金   額 構成比 

 

香  林  坊  店 

富    山    店 

高    岡    店 

既  存  店  計 

新    潟    店 

長    岡    店 

上    越    店 

小    松    店 

閉  鎖  店  計 

12,541  

9,637  

3,439  

25,618  

3,905  

1,428  

1,515  

1,608  

8,458  

％

36.8 

28.2 

10.1 

75.2 

11.5 

4.2 

4.4 

4.7 

24.8 

12,663  

9,768  

3,283  

25,715  

-  

-  

-  

-  

-  

％ 

49.2  

38.0  

12.8  

100.0  

-  

-  

-  

-  

-  

  

122  

131  

△ 156  

97  

△ 3,905  

△ 1,428  

△ 1,515  

△ 1,608  

△ 8,458  

％

101.0  

101.4  

95.5  

100.4  

-  

-  

-  

-  

-  

合     計 34,076  100.0 25,715  100.0  △ 8,360  75.5  

 

 

期  別  

店  別 

前事業年度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当事業年度 

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 
増減金額 前期比 

金   額 構成比 金   額 構成比 

 

香  林  坊  店 

富    山    店 

高    岡    店 

既  存  店  計 

新    潟    店 

長    岡    店 

上    越    店 

小    松    店 

閉  鎖  店  計 

24,684  

18,707  

6,776  

50,168  

7,420  

2,599  

2,712  

3,195  

15,927  

％

37.4 

28.3 

10.3 

76.0 

11.2 

3.9 

4.1 

4.8 

24.0 

24,200  

18,722  

6,409  

49,332  

3,769  

744  

725  

1,379  

6,619  

％ 

43.2  

33.5  

11.5  

88.2  

6.7  

1.3  

1.3  

2.5  

11.8  

  

△ 484  

15  

△ 367  

△ 836  

△ 3,651  

△ 1,854  

△ 1,986  

△ 1,815  

△ 9,307  

％

98.0  

100.1  

94.6  

98.3  

50.8  

28.7  

26.8  

43.2  

41.6  

合     計 66,096  100.0 55,951  100.0  △ 10,144  84.7  

商品別売上高 

(単位：百万円) 

 

期  別  

商 品 別 

前事業年度 

自 平成21年3月 1日 

至 平成22年2月28日 

当事業年度  

自 平成22年3月 1日 

至 平成23年2月28日 
増減金額 前期比 

金   額 構成比 金   額 構成比 

 

衣    料    品 

身    回    品 

雑        貨 

家  庭  用  品 

食    料    品 

そ    の    他 

 

25,246  

7,585  

7,732  

3,868  

19,499  

2,164  

％

38.2 

11.5 

11.7 

5.8 

29.5 

3.3 

21,155  

7,254  

6,607  

3,523  

15,362  

2,048  

％ 

37.8  

13.0  

11.8  

6.3  

27.4  

3.7  

 

△ 4,090  

△ 330  

△ 1,124  

△ 345  

△ 4,137  

△ 115  

％

83.8  

95.6  

85.5  

91.1  

78.8  

94.7  

合     計 66,096  100.0 55,951  100.0  △ 10,144  84.7  
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役 員 の 異 動 

（平成２３年５月２６日付） 

 

 

１．役員の異動 

     常務取締役  業務本部長   寺
てら

 口
ぐち

 時
とき

 弘
ひろ

  （現 取締役 業務本部長） 

 

     なお、代表取締役の異動はありません。 

 

２．新任取締役候補 

     取締役 営業本部長      平
ひら

 井
い

 健
けん

 二
じ

  （現 営業本部長） 

     取締役 香林坊店長      島
しま

 田
だ

 純
じゅん

 一
いち

  （現 香林坊店長） 

     取締役 富山店長       村
むら

 田
た

 雅
まさ

 光
みつ

  （現 富山店長） 

 

３．退任予定取締役 

     取締役相談役         宮
みや

   太
た

 郎
ろう

  （当社名誉相談役就任予定） 

     常務取締役          久
く

 郷
ごう

 隆
たか

 行
ゆき

  （当社顧問就任予定［富山店常駐］） 

     常務取締役          横
よこ

 川
がわ

 孝
たか

 幸
ゆき

   

     取締役            北
きた

 村
むら

 秀
ひで

 明
あき

   

     取締役            道
みち

 上
がみ

 俊
しゅん

 次
じ

   

 

４．新任監査役候補 

     常勤監査役          北
きた

 村
むら

 秀
ひで

 明
あき

  （現 取締役） 

 

５．退任予定監査役 

     常勤監査役          高
たか

 原
はら

 貞
さだ

 信
のぶ

   

以上 
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